発表補足用レジュメ
20061109　谷川　伊藤　小坂　山本

（０）本レジュメの説明
　本レジュメは、単に、本ゼミでの議論の際に混乱しないように議論に一定の方向付けをおこなう、あるいは、事前にある程度書き留めておくことで積極的に発表しやすいようにするためのものです。必ずしもこの方向の議論のみを強制するわけではありませんが、我々の設定としてこの流れを基本にすることとします。
	【我々が考えるゼミの流れ】[サブゼミ] 裁判員制度･補足レジュメについての基本事項紹介 ⇒ サブゼミにおいてグループ分けをし、グループごとに補足レジュメの内容を中心に検討 ⇒ [本ゼミ] サブゼミ内容を簡単に説示 ⇒ 立場に分けて議論（サブゼミに出席できない方は本ゼミ前の10分＋本ゼミで設ける5～10分程度でグループの議論内容を把握･検討してください）
※なおこの予定は前触れなく変更するおそれもあります


（1） 裁判員制度において、裁判員への選任等を「辞退する自由」は無いのか？
（２）憲法18条の解釈―「意に反する苦役」とは？―

　[ 広義説 ]　広く本人の意思に反して強制される労役（基本法コメンタール78頁[池田正章]）
[ 狭義説 ]　強制労務のみならず、それを含めて広く、「奴隷的拘束」に至らない程度の一定の人格侵犯
を伴う身体の自由の拘束（注解憲法Ⅰ368頁[浦部法穂]）
（３）憲法18条の例外である他制度が、例外となっている理由の検討
　・災害対策基本法65条1項
など ⇒緊急性･一時性･罰則無し
　・議院証言法1条
に基づく出頭義務等 ⇒「国家作用実施への国民の協力義務」
　・裁判所に証人として出廷する義務（刑訴法では143条等
）⇒「国家作用実施への国民の協力義務」？
（４）「国家作用実施への国民の協力義務」の検討
⇒裁判員制度は（他制度と比べてもなお）「国家作用実施への国民の協力義務」なのか？裁判員制度は（他の制度と比べてもなお）「国家作用実施への国民の協力義務」なのか？では、他の「国家作用実施への国民の協力義務」とは性質は異なるのであろうか？
� 「何ら正当な理由のない身体の拘束」が、人格侵犯にあたるとしている


� 災害発生またそのおそれがあり、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときに応急措置に従事させることができる


� 国政調査のため議院から出頭を求められたときは、何人もこれに応じなければならない


� 「裁判所は、～、何人でも証人としてこれを尋問することができる」





